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本日の学習会の趣旨 
◇来年から情報連携がスタート、今年７月から運用テストが開始 

◇付番（番号通知）や番号記入の強制（本人確認）については、一定
の取り組みをしてきたが、情報連携については取り組めていない 

◇情報連携は、複雑で、公開されている情報が乏しく、あらたな情報
連携の仕方が検討されるなど、市民には大変わかりにくい 

  ※資料としては、国のイメージ図（ポンチ絵）、報告書、特定個人情報保護評価
書、調達仕様書、検討過程のＷＧ資料、情報公開資料などを利用 

◇マイナンバー制度という新しい情報連携の「社会基盤」によって、 
・私たち自身の情報の使われ方がどう変わるか 
・その結果、何が起きてくるのか 
 人権侵害（権利行使の抑制、差別・排除）、漏洩、国民監視、個人情報悪用、

成りすまし、徴税強化・福祉削減、システムトラブルによる被害・・・・・ 
・それにどう対処するのか 

◇今日は、情報連携として考えられていることの概要を報告 
 具体的にどのような問題が起きるかの検討につなげたい 
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[1]番号制度とは 
１）何のための番号制度 
２）番号制度の仕組み 
３）当面の利用事務 
４）情報連携にどんな危険性があるか 
５）危険性を防止できるか 
６）利用開始までの経過と今後 
 
［２］行われようとしている情報連携 
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番号法の成立・施行経過 
2010(H22)年2月   社会保障・税に関わる番号制度に関する検討会→「中間とりまとめ」 

2010(H22)年11月  社会保障・税に関わる番号制度に関する実務検討会 

  個人情報保護ＷＧ＋情報連携基盤技術ＷＧ 

2011(H23)年6月30日 政府・与党社会保障改革検討本部「社会保障・税番号大綱」を決定 

2012(H24)年2月14日 番号関連３法案（旧法案）第180回通常国会提出 

2012(H24)年11月16日 衆議院が解散し、番号関連３法案が廃案 

2013(H25)年3月1日 自公民により修正し関連４法案（新法案）第183回通常国会に提出 

                 （番号法、番号整備法、地方公共団体情報システム機構法、政府ＣＩＯ法） 

2013(H25)年5月9日 衆議院関連４法案を一部修正のうえ可決 

2013(H25)年5月24日 参議院本会議番号関連４法案（新法案）可決、成立（５月31日公布） 

2014(H26)年1月1日  特定個人情報保護委員会設置 

2015(H27)年3月10日 個人情報保護法改正・番号利用拡大法国会提出（9/3成立－9/9施行) 

2015(H27)年10月5日 番号法本則施行、個人番号・法人番号の付番・通知 

2016(H28)年1月1日 運用開始・個人番号カード交付開始、個人情報保護委員会に改組 

2017(H29)年1月 マイナポータル運用開始・情報連携開始予定→７月まで延期? 

2017(H29)年7月 自治体情報連携開始予定 

2017(H29)年11月末まで 日本年金機構の情報連携延期期限（利用は5月末まで） 

2018(H30)年  預貯金口座への付番（任意）、番号法成立３年の見直し（民間利用？） 
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１）何のために作られた制度？ 

 
 個人を識別して、生涯追跡し、 
 個人の情報を丸見えにするための社会基盤 

 「・・・ これらの事態は、我が国において、複数の機関に存在し、かつ

それぞれに蓄積される個人の情報が同一人の情報であるということ

の確認を行うための基盤が存在しないことが大きな要因となっている。 

 年金のように国民一人ひとりの情報が生涯を通じて「タテ」につなが

る必要性や、医療・介護など制度横断的に自己負担上限額を定める

場合のように国民一人ひとりの情報が分野を超えて「ヨコ」につながる

必要性が、この基盤なしには充足し難いのである。」 

                        （「社会保障･税番号大綱」 4頁） 

            

「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律」 
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(マイナンバー制度概要資料平成27年11月版（内閣官房）) 
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番号法の目的 
税・社会保障に限定されず、何にでも使える番号 

第一条（目的） 

この法律は、行政機関、地方公共団体その他の行政事務を処理する者が、 

個人番号及び法人番号の有する特定の個人及び法人その他の団体を識別する機能を活用し、 

並びに当該機能によって異なる分野に属する情報を照合してこれらが同一の者に係るものである
かどうかを確認することができるものとして整備された情報システムを運用して、 

効率的な情報の管理及び利用並びに他の行政事務を処理する者との間における迅速な情報の
授受を行うことができるようにするとともに、 

これにより、【行政運営の効率化及び行政分野におけるより公正な給付と負担の確保を図り、】 
    ※【  】議員修正で追加された内容 

かつ、これらの者に対し申請、届出その他の手続を行い、又はこれらの者から便益の提供を受け
る国民が、手続の簡素化による負担の軽減、本人確認の簡易な手段その他の利便性の向上を得
られるようにするために必要な事項を定めるほか、 

個人番号その他の特定個人情報の取扱いが安全かつ適正に行われるよう行政機関の保有する
個人情報の保護に関する法律、独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律及び
個人情報の保護に関する法律の特例を定めることを目的とする。 
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２)番号制度の仕組み 

 

(マイナンバー制度概要資料平成27年11月版（内閣官房）) 
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３)当面の利用事務 

 

(マイナンバー制度概要資料平成27年11月版（内閣官房）) 
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個人番号を利用できる事務 
番号法第九条（利用範囲） 
１ 個人番号利用事務 法定事務 （別表第一 97号） 
別表第一の上欄の機関は、下欄の事務の処理に関し必要な限度で個人番号を利用できる 

２ 個人番号利用事務 自治体の条例事務 
 地方公共団体の長その他の執行機関は、福祉、保健若しくは医療その他の社会保障、地方税又

は防災に関する事務その他これらに類する事務であって条例で定めるものの処理に関して保有す
る特定個人情報ファイルにおいて個人情報を効率的に検索し、及び管理するために必要な限度で
個人番号を利用することができる。 

３  個人番号関係事務 
 １、２に規定する事務の処理に関して必要とされる他人の個人番号を記載した書面の提出その他
の他人の個人番号を利用した事務を行うものとされた者は、当該事務を行うために必要な限度で
個人番号を利用することができる。 

４ 激甚災害が発生したとき等、内閣府令で定めるところにより、あらかじめ締結した契約に基づく金
銭の支払を行うために必要な限度で個人番号を利用することができる。 

５  前各項に定めるもののほか、第十九条第十一号から第十四号までのいずれかに該当して特定

個人情報の提供を受けた者は、その提供を受けた目的を達成するために必要な限度で個人番号
を利用することができる。 

          １２号 刑事事件捜査その他 
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マイナンバーやカードなしでは生きられない社会に 

(マイナンバー制度概要資料平成27年11月版（内閣官房）) 
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４)情報連携にどんな危険性があるか 

 

（「社会保障･税番号大綱」 15頁） 

「仮に、様々な個人情報が、本人の意思による取
捨選択と無関係に名寄せされ、結合されると、 
本人の意図しないところで個人の全体像が勝手に
形成されることになるため、 
個人の自由な自己決定に基づいて行動することが
困難となり、 
ひいては表現の自由といった権利の行使について
も抑制的にならざるを得ず（萎縮効果）、 
民主主義の危機をも招くおそれがあるとの意見が
あることも看過してはならない。」  

[12]



 
データマッチングの危険性を認めた判決 

2005年５月30日金沢地裁 住基ネット違憲判決 

 「行政機関は，住民個々人について膨大な情報を持っているところ，
これらは，住民個々人が，行政機関に届出，申請等をするに当たって，
自ら開示した情報である。住民個々人は，その手続に必要な限度で
使用されるとの認識のもとにこれらの情報を開示したのである。 

ところが，これらの情報に住民票コードが付され，データマッチングが
なされ，住民票コードをマスターキーとして名寄せがなされると，住民
個々人の多面的な情報が瞬時に集められ，比喩的に言えば，住民 
個々人が行政機関の前で丸裸にされるが如き状態になる。 

これを国民総背番号制と呼ぶかどうかはともかくとして，そのような事
態が生ずれば，あるいは，生じなくとも，住民においてそのような事態
が生ずる具体的危険があると認識すれば，住民１人１人に萎縮効果
が働き，個人の人格的自律が脅かされる結果となることは容易に推
測できる。」 
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金沢地裁判決を覆した名古屋高裁も危険性は認める 

◆(氏名、住所、生年月日、性別は)その取扱い(収集、管理又は利
用)次第では、個人の人格的自律ないし人格的生存に必要不可
欠な利益としての個人の私生活上の自由又は平穏に影響を及ぼ
し、プライバシー権を侵害する危険性があり、 

◆住民票コードは・・・その高度な識別性の故に、他の本人確認情
報以上に、その取扱い次第では同様の危険があり、・・・ 

◆「国家機関等の公権力が上記のようにして個人の私的領域に属
する情報を広く収集し、管理し、利用するような事態となった場合
には、……その管理又は利用に関する法制度とこれに関連する同

法制度の運用の実情のいかんによっては・・・憲法一三条に違反
する状態にあるものと評価されるに至ることもあり得ないことでは
ない」 

               (2006年12月11日判決  35～36頁) 
 

[14]



最高裁の住基ネット合憲判決の理由(2008年3月6日) 

◆憲法１３条＝私生活上の自由が公権力の行使に対しても
保護される・・・個人に関する情報をみだりに第三者に開
示又は公表されない自由を有する・・・ 

◆住基ネットによって管理，利用等される本人確認情報は、
個人の内面に関わるような秘匿性の高い情報とはいえな
い。 

◆本人確認情報が法令等の根拠に基づかずに又は正当な
行政目的の範囲を逸脱して第三者に開示又は公表される
具体的な危険が生じているということもできない。 

◆システム上，住基カード内に記録された住民票コード等の
本人確認情報が行政サービスを提供した行政機関のコン
ピュータに残る仕組みになっているというような事情はうか
がわれない。 

◆住基ネットの運用によって原審(大阪高裁の違憲判決)がい
うような具体的な危険が生じているということはできない。 
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データマッチングについての最高裁判決の判断 

◆「データマッチング」の定義＝上記(ア)で許される範囲(＝住基
法３０条の３４受領者の本人確認情報の利用及び提供の制限)
を超えて，住民票コードをマスターキーとして用いて本人確認情
報を他の個人情報と結合すること 

◆データマッチングの具体的な危険は生じていない 
・データマッチングは本人確認情報の目的外利用にあたり、懲
戒処分、刑罰の対象 
・秘密に属する個人情報を保有する行政機関の職員等が，正
当な理由なくこれを他の行政機関等に提供してデータマッチン
グを可能にするような行為も刑罰をもって禁止 
・現行法上，本人確認情報の提供が認められている行政事務
において取り扱われる個人情報を一元的に管理することができ
る機関又は主体は存在しない 
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５)危険性を防止できるか 

 

（「マイナンバー 社会保障・税番号制度」 15頁 平成２６年２月内閣官房社会保障改革担当室） 
          http://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/senmon_bunka/number/dai1/sankou.pdf 
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利用拡大の動き 

（個人番号カード等の利活用検討ワーキンググループ第1回2015年11月5日資料２） 
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［２］行われようとしている情報連携 
１）情報提供ネットワークシステムによる提供 
     （番号法別表第二の事務の19条７による提供）・・・・約１２０事務 

・情報連携の仕組み 
・住基ネットを基盤とした仕組み 
・自治体等との情報連携の仕方 
・中間サーバー・プラットフォームの問題点 

２）自治体の独自利用事務の情報連携 
  （番号法9条２の事務の19条８による提供） 

３）情報提供ネットワークシステム以外の連携 
 （１）国税地方税連携システム（１９条９） 
 （２）特定個人情報関係事務での情報の受け渡し（１９条２） 
 （３）刑事事件捜査等の提供と個人情報保護条例改正（１９条１３） 
 （４）個人情報保護委員会規則による提供の拡大（１９条１５） 

４）公的個人認証、個人番号カードを使った情報連携 
  マイナンバーを使わず情報提供ＮＷＳを使った連携 
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番号法で特定個人情報の提供が認められる場合 
第十九条 次の各号のいずれかに該当する場合  ※( )は当初法での号 

一 個人番号利用事務実施者が本人、代理人、個人番号関係事務実施者に 
二 個人番号関係事務実施者が個人番号関係事務を処理するために必要な限度で 
三 本人又はその代理人が個人番号利用事務等実施者に対し 
四 機構が個人番号利用事務実施者に機構保存本人確認情報を提供 
五 委託又は合併等による事業の承継に伴い提供 
六 住民基本台帳法第三十条の六第一項その他政令で定める同法の規定により 
七 別表第二 情報提供ネットワークシステムによる提供 
八(新規追加) 自治体の条例事務で情報提供ネットワークシステムを使用して提供 
九(8) 国税庁・都道府県・市町村間の、国税又は地方税に関する特定個人情報を提供 
十(9) 地方公共団体の他の機関に、その事務を処理するために必要な限度で 
十一(10) 社債、株式等の振替 
十二(11) 第35条第1項の規定（報告及び立入検査）で個人情報保護委員会に提供 
十三(12) 「各議院審査等」(国会審査､裁判所の調査､訴訟手続､裁判の執行､刑事事件の
捜査､租税犯則調査､会計検査院の検査)その他政令で定める公益上の必要があるとき。 
十四(13) 人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合において、本人の同
意があり、又は本人の同意を得ることが困難であるとき。 
十五(14) その他これらに準ずるものとして個人情報保護委員会規則で定めるとき。 
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１）情報提供ネットワークシステムによる提供 
◆第二条（定義）１４   
この法律において「情報提供ネットワークシステム」とは、 
行政機関の長等（行政機関の長、地方公共団体の機関、独立行政法人等、
地方独立行政法人及び地方公共団体情報システム機構並びに第十九条第
七号に規定する情報照会者及び情報提供者をいう。）の使用に係る 
電子計算機を相互に電気通信回線で接続した電子情報処理組織であって、 
暗号その他その内容を容易に復元することができない通信の方法を用いて
行われる第十九条第七号の規定による特定個人情報の提供を管理するた
めに、 
第二十一条第一項の規定に基づき総務大臣が設置し、及び管理するものを
いう。 

◆施行時期  番号法附則第一条（施行期日） 
五 第十九条第七号、第二十一条から第二十三条まで並びに第三十条第

一項及び第二項から第四項まで並びに別表第二の規定 
   公布の日（2013年5月31日）から起算して四年を超えない範囲内におい

て政令で定める日 
※2017年7月に情報提供ＮＷＳ開始を延期？ 
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６)利用開始までの経過と今後 

(「マイナンバー制度の開始について」（向井内閣官房審議官 2015年12月14日日本経団連主催説明会） 
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情報提供ＮＷＳによる情報連携の仕組み 

（「マイナンバー概要資料」内閣官房 平成27年11月版） 
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情報提供ＮＷＳの構成と３つの機能 
◆コアシステム 
(1)符号の生成 

情報連携を行う際に符号を用いることにより、万が一、符号が漏えいした場合で

も、符号が個人番号を含む個人情報と紐付けされることを防止する  
(2)情報連携の媒介 

情報の一元管理を防止するため、情報提供用個人識別符号を用いて特定個人
情報の照会・提供に係る情報連携を媒介するのみとし、特定個人情報ファイルの
保存は行わない 

(3) 情報提供等の記録の管理 
情報提供等の記録として保存するのは、情報照会・提供を行った日時や特定個
人情報の項目などの記録のみであり、提供された情報の内容は記録されない 

◆インターフェイスシステム 
  情報照会者等側のシステムとコアシステム等との接続の役割を担う 
  ※プレフィックス情報＝番号法別表第二に規定される情報照会者、事務、情報提

供者、特定個人情報の項目等を元にアクセス制御を実施するための定義 

 

 

(「情報提供ネットワークシステムの運営に関する事務全項目評価書」および地方公共団体における情報連携プラットフォームに
係る中間サーバー・ソフトウェアの設計・開発作業の請負調達仕様書 2013年12月 総務省大臣官房企画課個人番号企画室) 
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※特定個人情報保護評価を実施しないと情報連携禁止 

(総務省平成27年度 社会保障・税番号制度担当者説明会 資料３特定個人情報保護委員会説明資料) 
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（マイナンバーではなく）符号による情報連携 

(総務省平成27年度 社会保障・税番号制度担当者説明会 資料２－１) 
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中央のデータベースに集約(「一元管理」)とは 
    年金 
 
氏名・住所・性別・生年月日 
基礎年金番号 
年金被保険者期間 
年金資格取得・喪失日 
年金給付情報 
  ・・・・・・・ 
 

  健康保険 
 
氏名・住所・性別・生年月日 
保険者番号 
被保険者証記号番号 
需給資格取得・喪失日 
給付状況 
傷病手当金 
   ・・・・・・・ 
 

  雇用保険 
 
氏名・住所・性別・生年月日 
雇用保険被験者番号 
離職情報 
失業手当 
傷病手当 
   ・・・・・・・ 
 
 

 

共通データベース 
 
 
氏名・住所・性別・生年月日 
基礎年金番号 
年金被保険者期間 
年金資格取得・喪失日 
年金給付情報 
保険者番号 
被保険者証記号番号 
需給資格取得・喪失日 
給付状況 
傷病手当金 
雇用保険被験者番号 
離職情報 
失業手当 
傷病手当 
   ・・・・・・・ 

照会 
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「分散管理」 マイナンバーで照合すると 
  年金 
 
氏名・住所・性別・生年月日 
基礎年金番号 
年金被保険者期間 
年金資格取得・喪失日 
年金給付情報 
マイナンバー 
  ・・・・・・・ 
 

  健康保険 
 
 
氏名・住所・性別・生年月日 
保険者番号 
被保険者証記号番号 
需給資格取得・喪失日 
給付状況 
傷病手当金        情報照会機関     照会結果 
マイナンバー       
   ・・・・・・・          マイナンバー 
          年金給付情報 

  雇用保険        傷病手当金 
          マイナンバーで照会     失業保険 
氏名・住所・性別・生年月日         傷病手当 
雇用保険被験者番号 
離職情報 
失業手当 
傷病手当 
マイナンバー 
   ・・・・・・・ 
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「分散管理」 符号の変換による情報連携 
 年金 符号Ａ 
 
氏名・住所・性別・生年月日     
基礎年金番号      
年金被保険者期間 
年金資格取得・喪失日 
年金給付情報 
マイナンバー 
  ・・・・・・・ 
 

健康保険 符号Ｂ 
 

氏名・住所・性別・生年月日 
保険者番号 
被保険者証記号番号 
需給資格取得・喪失日 
給付状況 
傷病手当金      情報照会機関Ｄ     照会結果 
マイナンバー       
   ・・・・・・・           
          年金給付情報 

雇用保険 符号Ｃ        傷病手当金 

            符号Ｄで照会     失業保険 
氏名・住所・性別・生年月日         傷病手当 
雇用保険被験者番号 
離職情報 
失業手当 
傷病手当 
マイナンバー 
   ・・・・・・・ 
 
 

情
報
提 
供 
Ｎ 
Ｗ 
Ｓ 

符号の変換と連携 
 

住民票コード（住基ネットから） 
  ↓ 
連携用符号（情報提供ＮＷＳで生成） 
  ↓ 
符 号（情報提供ＮＷＳで生成変換） 
  ・機関別符号Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ・・・・・ 
  ・開示システム用符号 
  ・情報提供等記録用符号 
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情報提供の流れ 

(情報提供ネットワークシステム等の設計・開発等業務調達仕様書（案）2013年11月) 

情報照会・情報提供 
  の手順（赤矢印） 

１)機関Ａから照会したい

特定個人情報の項目と
機関別符号Ａを送信 

2)コアシステムで機関別

符号Ａを情報提供機関Ｃ
の機関別符号Ｃへ変換 

3)照会したい特定個人

情報の項目と機関別符
号Ｃを送信 

4)機関Ｃは該当する特定
個人情報を抽出 

5)特定個人情報を機関Ｃ
から機関Ａへ直接送信 

※照会先の機関や事務
を特定して照会。複数の
機関に対し一括して照会
することはできない。 
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住基ネットを基礎とした番号制度 

（総務省個人番号カード等の利活用検討ワーキンググループ第1回2015年11月5日資料２） 
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住基ネットと番号制度の違い 
[32]



自治体との情報連携の仕方 

(総務省平成27年度 社会保障・税番号制度担当者説明会 資料１) 
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中間サーバーとは？・・・住民情報の副本を保存し提供 

(総務省平成25年度 社会保障・税番号制度担当者説明会 資料１－４) 

[34]



中間サーバーに記録される情報 
・符号・・・・情報連携のために情報提供ＮＷＳから付番 
・団体内統合宛名番号・・・自治体内で個人を識別特定 
・特定個人情報・・・情報連携対象の個人情報のコピー 
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「団体内統合宛名システム」とは？ 

(総務省平成25年度 社会保障・税番号制度担当者説明会 資料１－４) 
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番号連携サーバーとは？ 

(総務省平成25年度 社会保障・税番号制度担当者説明会 資料１－５) (総務省平成25年度 社会保障・税番号制度担当者説明会 資料１－４) 
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連携システムの調達・管理分担

1
(総務省平成25年度 社会保障・税番号制度担当者説明会 資料１-２)
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中間サーバーの集中化共同化（２０１４年１月16日総務省通知） 

(総務省個人番号を活用した今後の行政サービスのあり方に関する研究会 第1回2014年7月14日資料２) 

[39]



情報提供ネットワークシステムの論点 
１）自己情報コントロール権（本人同意、選択権）が保障されない 
   自分の情報がどこでどのように使われるかの把握 
   自分の情報を利用するか否かを自分で選択 
２）「一元管理」ｖｓ「分散管理」？ 
３）国家による監視・・・・・「不正」アクセスは可能？ 
４）ちゃんと機能するのか 
 ・初期突合はうまくいくか？（ rf.年金－住基ネット突合の例） 

 ・処理能力は？テストは？（rf.個人番号カード交付処理の情報輻輳） 

５） 「データ照合と権利利益保護の論点整理」 
６）その他 セキュリティ、費用対効果等（今回は略） 
 
（参照） 
・『マイナンバーは監視の番号－徹底批判まやかしの共通番号制度』     
  (やぶれっ!住基ネット市民行動編 緑風出版 2012年7月刊) 
 ※旧番号法案提案時までの、情報連携等の検討内容や問題点を解説 
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１）本人の意思と無関係の提供 
◆「国民が自己情報をコントロールできる社会の実現」が、番号
法の目的 （だったはず）（「社会保障･税番号大綱」5～6頁） 

   しかし番号法の目的（第1条）、基本理念（第3条）には欠落 

 ◆「特定個人情報」になると、コントロール権は全否定される 
◎本人が望まなくても提供される 
番号法第二十二条（特定個人情報の提供） 
情報提供者は、第十九条第七号の規定により特定個人情報の提供を
求められた場合において、当該提供の求めについて前条第二項の規定
による総務大臣からの通知を受けたときは、政令で定めるところにより、
情報照会者に対し、当該特定個人情報を提供しなければならない。 

◎本人が同意し望んでも提供できない 
番号法第十九条（特定個人情報の提供の制限）十三 
人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合において、 
本人の同意があり、又は本人の同意を得ることが困難であるとき。 
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国の考える「自己情報コントロール権」 

◆マイナ・ポータルによる情報提供等記録の確認 
第二十三条（情報提供等の記録） 
記録事項＝1.情報照会者・情報提供者の名称、2.提供の求めの日
時・提供の日時、3.特定個人情報の項目、4.前三号に掲げるものの
ほか総務省令で定める事項 
  ⇒どのようにデータ照合されるかはわからない 

  ⇒実際にどんな情報が提供されたかはわからない 

◆開示・訂正・利用中止請求 
・番号法は個人情報保護法制の特別法という位置づけ（第1条） 
・請求権は番号法第29～31条で、個人情報保護法、行政機関個人
情報保護法等の特例（除外、読替え）を規定 

・原則は行政機関個人情報保護法 第四章 
  ⇒利用中止請求できる範囲は広がっていない 
     （データ照合そのものの規制はない） 
  ⇒個人の権利に関わる条文が市民には理解不能に 
     （「やさしいマイナンバー法入門」43～44頁 水町雅子 商事法務） 
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センシティブ情報の「自動応答不可フラグ」とは？ 
総務省は自治体に対し、中間サーバーの特定個人情報保護評価書に、以下の記
載をするよう示している。（「中間サーバーに関する特定個人情報保護評価の実施
に当たって」総務省個人番号企画室 総官企第285号平成26年8月8日通知） 
    http://www.ppc.go.jp/files/pdf/260805siryo2.pdf 

    ※第２５回 特定個人情報保護委員会（2014年8月5日）で承認 

「 Ⅲ 特定個人情報の取扱いプロセスにおけるリスク対策  
    リスク５：不正な提供が行われるリスク 
③特に慎重な対応が求められる情報については自動応答を行わな
いように自動応答不可フラグを設定し、特定個人情報の提供を行う
際に、送信内容を改めて確認し、提供を行うことで、センシティブな
特定個人情報が不正に提供されるリスクに対応している。」 

送信内容を確認して提供に問題があると判断した場合は？ 

「提供しないということはできないが、提供を保留することはできる」
（2015年12月14日の共通番号いらないネットの各省庁との話し合いで総務省担当
者の回答） 
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２）「一元管理」ｖｓ「分散管理」？ 

（「マイナンバー概要資料」内閣官房 平成27年11月版） 
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「一元管理」「分散管理」という表現は、意味が曖味 
検討過程でどんな論議がされていたか 

◆パプコメを行った「中間取りまとめ」では、 
  情報管理方法として「一元管理方式」と「分散管理方式」の二つの選択肢 
 
選択肢Ⅱー制度設計をどうするかー 
 
 
 
 
 
 
 

社会保障・税に関わる番号制度に関する検討会 中間取りまとめ（2010年6月29日） 
  http://www.cas.go.jp/jp/seisaku/bangoseido/h220629_matome.pdf 
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実務検討会中間整理では番号とデータに分けて検討 

「番号の管理」 
分野を超えた情報を 
・統一の番号でもって管
理をするか、 

・分野ごとに異なる番号を
もって管理するか 

 
「データベースの管理」  
分野を超えたデータを 
・一カ所で集中して管理す
るか 

・分野ごとに別々の機関・
データベースで管理す
るか 

社会保障・税に関わる番号制度に関する実務検討会中間整理 11頁（2010年12月3日） 
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そもそも、一つのデータベースで、あらゆる個人
情報を管理している国はあるのか？ 
「諸外国の例では、多くの国が「番号については一元化、データベースにつ
いては分散化」を図っている。なお、オーストリアの電子政府においては、番
号についても分散管理方式が採用されているものの、あくまでも電子政府の
世界の話であり、電子ではなく紙媒体の世界で利用される納税者番号として
は社会保障番号が利用されており、その意味では一元管理方式が採用され
ていることに留意すべきである。」 
        社会保障・税に関わる番号制度に関する実務検討会「中間整理」 12頁 
          http://www.cas.go.jp/jp/seisaku/bangoseido/chukan_honbun.pdf 

 
「社会保障・税に関わる番号制度についての基本方針」（2011年1月31日）では 

・番号については、「現在、各分野で利用されている既存の番号は、当分
の間、並存するものとする。」 

・データについては、「番号制度導入後も引き続き、各府省・関係機関・地
方公共団体等のデータベースによる分散管理方式とする。」 

              http://www.cas.go.jp/jp/seisaku/bangoseido/kihonhoushin_an_honbun.pdf 
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これは「一元管理」ではないのか？ 
◆総務省管轄の情報提供ネットワークシステムが、個人

情報の提供の流れを一元的にコントロールしている 
◆中間サーバー・プラットフォームは、全住民登録者＝全

付番対象者の情報連携対象となる最新の住民情報を、
一カ所で一括管理（ただしアクセスは自治体毎に制御） 

◆「分散管理」は、個人情報保護より拡張性のため？ 
「中央データセンターに集中保管された個人情報を必要な機関が端末機で取
り出し利用するというイメージを前提に、今回の住基ネットにおいて自治省・総
務省は「全国センターに保有するのは本人確認情報だけであり、さまざまな個
人情報を一元的に収集管理しない仕組みだから国民総背番号制ではない」と
説明してきた。 
・・・・・・最低限の本人識別情報と識別コードを住基ネットで管理し、他の個人
情報データベースヘのアクセスを可能にすれば、「さまざまな個人情報を一元
的に収集管理」しなくても効率的で拡張性ある国民総背番号制が誕生する。」            

（『私を番号で呼ばないで』76～78頁 やぶれっ!住基ネット市民行動編  社会評

論社2002年7月）。 
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３）国家による「不正」アクセスは可能？ 
(1)国家は、情報提供ＮＷＳ上や中間サーバ・プラットフォー

ムに保存されている個人を、符号で識別特定可能 
   情報連携用符号を付番しデータ照合を管理する機関 
    日本＝国家機関（総務省） 
    オーストリア＝第三者機関であるデータ保護委員会 

(2)マイナポータルを使って個人情報は一覧可能 

(3)そもそも「不正」とみなされるか 
 ・番号法19条１２（１３） 捜査や公安目的での提供を認めている 
 ・特定秘密保護法で情報収集の方法は特定秘密に 
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「海外における国民IDの動向」（（株）国際社会経済研究所小泉雄介（2010年12月13日） 
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「海外における国民IDの動向」（（株）国際社会経済研究所小泉雄介（2010年12月13日） 
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マイナポータルを使った個人情報へのアクセス 
法的にはできないが、システム的には可能 

４．マイポータルについて （５）マイポータルのアクセス記録 
 マイポータルは個人のあらゆる特定個人情報を集約し閲覧できるように
する仕組みであり、これ自体がデータマッチングの仕組みとなっている。こ
の仕組みを使って行政機関や警察などが特定の個人の情報をすべて一
覧することは、不正・違法ではあるが可能ではないか。・・・・ 
 行政機関や警察がマイポータルへ不正・違法にアクセスしていないことを、
どのようにシステム的に確認できるか。 
 やぶれっ！住基ネット市民行動「共通番号制度の仕組み等に関する質問書」（2013年９月９日） 
 http://www5f.biglobe.ne.jp/~yabure/kyotsu-bango/tomeyo/20130909shitsumonsho.pdf 
 

（５）マイポータルの自己情報表示機能は、法律又は条例の規定による個
人情報の開示に関する機能（番号法附則第6条第6項第1号）であり、行政
機関や警察が特定の個人の情報を閲覧することはできません。 
 また、不正アクセス、不正操作等の不正行為発生に備え、何らかのかた
ちでアクセスログを記録することなどを検討しています。 
 内閣官房社会保障改革担当室「「共通番号制度の仕組み等に関する質問書」への回答」（平成25年10月16日 

 http://www5f.biglobe.ne.jp/~yabure/kyotsu-bango/tomeyo/20131016kaitosho.pdf 
 
 
 
 

[52]



番号法では将来的にこんな利用も排除されず 

◆特定秘密保護法の適性評価での利用 
 特定秘密保護法第十二条に基づきます適性評価の実施につきましては、今
後、その内容や方法等の詳細についての検討が進められるものと承知してござ
います。したがって、特定秘密保護法第十二条第四項に基づきます資料の提
出や報告の徴収における特定個人情報、番号つきの個人情報の取り扱いにつ
いても、その検討の過程において検討することとなると思っております。したが
いまして、その検討が定まりました上で番号法の政令に規定するかどうかも決
められるものというふうに承知してございます。 

       （2014年3月7日衆院内閣委 赤嶺委員への向井政府参考人答弁） 

◆自衛官募集業務への利用 
 マイナンバーにおきましては、国の行政機関や地方公共団体において社会保
障、税、災害対策の分野で利用されるものでありまして、自衛官の募集の分野で
は利用することはできないものだと承知をいたしておりまして、自衛官の募集に
つきまして、現在のところマイナンバー制度を利用する予定はございません。 

   （2015年9月2日参議院安保特別委 山本太郎委員への中谷防衛大臣答弁） 
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４）ちゃんと機能するか 
(1)初期突合はうまくいくか？ 

◆初期突合が符号による情報連携を可能にする条件 
情報保有機関で、マイナンバーと内部管理番号と情報連携用符号を住基ネットから提供さ
れる基本４情報（住所・氏名・性別・生年月日）で突合し紐付ける必要（＝初期突合） 
 

ｂｕｔ 年金現況届廃止（2006年12月）のために受給者約３１８０万人の年金情報を住基
ネットの４情報に照会した際には、２割約６００万人が不一致（産経新聞2006年11月1日） 

 

◆番号法制定時の的外れな政府答弁 
2013年5月21日参院総務委 主濱了委員質問）紐つけは誰が行うのか。マイナンバーと
データが間違いなく結び付いていることを、誰がどう確認するのか。 

答弁）山際大臣政務官）「ひも付けに疑義があるというには、特定個人情報保護委員会が
権限を行使する。・・・基本的には、その納税や社会保障がうまくいかないということで分か
るんじゃないでしょうか。」 

新藤総務大臣）「カードに示された番号、その番号を示した本人が本人であるというこの認
証ができれば、あとは電子的な番号同士の突合になる・・・・・・私が一義の所管ではありま
せんが、・・・」 
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初期突合⇒情報連携はうまくいくか？
４情報提供する住基ネット側からの疑問

1
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(2)本運用（2019年７月？）までのテストは？ 

総合運用テスト 2018年７月～2019年５月 
別表第ニの事務について、情報提供ネットワークシステムを介した情報
照会・情報提供の業務運用が正しく遂行できるよう試行し、システム機
能、安定性等や業務運用の手順、効率等を確認 

 ◆2018年７月～８月 

   テスト用データ、符号取得、副本登録等 
 ◆2018年９月～ 情報照会・提供の確認開始 

   連携テスト、相互連携テスト、初期符号払い出し 

 ※2018年3月に、一部自治体（山形県、湯沢市、小山市、春日部市、川口

市、千代田区、五霞町、東近江市、河内長野市、合志市）で情報照会・
提供のテストを実施 

※システムトラブルを起こしたカード管理システムを受注した５社コンソーシ
アム（ＮＴＴコミュニケーションズ、ＮＴＴデータ、ＮＥＣ、日立、富士通）が情
報提供ネットワークシステムも受注している 
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個人番号カード交付トラブルが起きた原因 

「カード管理システムの中継サーバに生じた障害等について」（地方公共団体情報システム機構J-LIS 2016年6月22日） 

[57]



対策も済まないまま情報連携の準備は進む 

１ プロジェクトマネジメント能力の強化 
今回の障害発生の教訓として、機構職員のプロジェクトマネジメント能力の向上の必要性を痛感し
た。そのため、中長期的な視点に立った人材育成プログラムの作成に取り組むこととする。 

２ マイナンバー関連システムの総点検 
中間サーバー・プラットフォーム、住基システム及びＬＧＷＡＮ等の関連するシステムの課題抽出を
８月中に実施する 

３ 市町村システム支援担当チーム（仮称）の設置 
市町村における個人番号カードの交付の際に、障害以外が原因でシステムが円滑に稼動しない
ケースがあり、大都市を中心に、その点の解決に向けて要望が寄せられることがある。政令指定都
市など個々の市町村における繋がりにくさの原因を究明し、対策を講じるための支援体制とし
て、・・・・・ 

４ ベンダー側のインシデント対応体制の強化 
当初ベンダーの開発部門のみが対処に当たり、総合的な対応が遅れたことを教訓とし、個人番号
関連システムの安定稼動とトラブル発生時の迅速な対応に向けて、各ベンダーのインシデント対応
体制を強化するよう強く求める。 
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６）「データ照合と権利利益保護の論点整理」 
石 村 耕 治PIJ 代表・白鷗大学教授の指摘 

①データ照合は、本人の同意・許諾なしに情報移転が行われ、〝目的外利用〟にあたるにもかかわら

ず、本人のコントロール権が及ばない。 

②個人情報保護法制は｢目的外利用の禁止｣を規制し、「データマッチングの禁止」「データベース構築

の禁止」を規制していない。 

③個人番号を各種データベースへの検索キーとして使うと、際限のないデータ照合の拡大を招き、公

権力による個人情報の包括的管理＝「データ監視国家」が出現 

④行政機関が実施するデータ照合では、無作為抽出・恣意的調査を認めるに等しい効果。 データ照

合の結果、〝該当情報主体を被疑者と推定し検証責任を転嫁することにもなりかねない。 

   ⇒憲法３１条に規定する適正手続の保障に抵触の危惧 

⑤データ照合は本人の知らないところで秘密裏に、裁判所の令状なしに、個人情報を捜索・押収するに

も等しい「見込み調査」。⇒憲法３３条・３５条の令状主義、憲法３８条黙秘権の保障に抵触の危惧 

⑥データ照合プログラムの誤りや情報の精度に問題で、データ主体の権利侵害問題（その者の感情、

社会的地位ないし与信等に与える損害）を引き起こしかねない 

⑦データ照合で複数の機関から得た個人情報を継続的に蓄積していくことにより、その個人の〝全体

像〟を描写することが可能に。政府に各個人の〝人物ファイル〟の保有を可能にする。 

  ＰＩＪ（プライバシー・インターナショナル・ジャパン）発行  ＣＮＮニューズ 2016年5月25日Ｎｏ８５ 11～12頁 
     【図表９】データ照合と受給者・納税者の権利利益保護の論点整理より要約 

          http://www.pij-web.net/data/CNN-85.pdf 
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［２］行われようとしている情報連携 
１）情報提供ネットワークシステムによる提供 
     （番号法別表第二の事務の19条７による提供）・・・・約１２０事務 

・情報連携の仕組み 
・住基ネットを基盤とした仕組み 
・自治体等との情報連携の仕方 
・中間サーバー・プラットフォームの問題点 

２）自治体の独自利用事務の情報連携 
  （番号法9条２の事務の19条８による提供） 

３）情報提供ネットワークシステム以外の連携 
 （１）国税地方税連携システム（１９条９） 
 （２）特定個人情報関係事務での情報の受け渡し（１９条２） 
 （３）刑事事件捜査等の提供と個人情報保護条例改正（１９条１３） 
 （４）個人情報保護委員会規則による提供の拡大（１９条１５） 

４）公的個人認証、個人番号カードを使った情報連携 
  マイナンバーを使わず情報提供ＮＷＳを使った連携 
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２）自治体の独自利用事務の情報連携 
◆番号法第9条2自治体の条例による独自利用 
1)番号法別表第一以外の事務で個人番号を利用する場合 
2)同一機関内で特定個人情報の授受を行う場合（庁内連携） 
3)同一地方公共団体内の他機関への特定個人情報の提供 
   番号法第19条9（制定時、改正法では第19条10） 
4)他の自治体との間で、特定個人情報を照会・提供する場合 

制定時の番号法にはこの場合の規定はなく、第19条14の特定個人情報保護委員会
規則（準７号規則）により情報連携を認めることを想定 

◆準７号委員会規則で連携を認める要件 
１）情報提供ネットワークシステムを使用した情報連携（規則第2条） 
２）以下の３つの要件に合致している（規則第3条） 

・趣旨又は目的が、法定事務の根拠となる法令の趣旨又は目的と同一 
・独自利用事務の内容が、法定事務の内容と類似 
・情報提供者及び提供を求める特定個人情報等が別表事務とほぼ同一 

３）情報照会者である地方公共団体が届出を行い、委員会が総務大臣に通知した後
に、委員会において公表した独自利用事務であること（規則第4条） 

◆2015年8月6日第５５回特定個人情報保護委員会で連携を認める具体例提示 
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自治体の独自利用条例とは 

(総務省個人番号を活用した今後の行政サービスのあり方に関する研究会 第6回2015年1月22日資料4) 
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（個人番号カード等の利活用検討ワーキンググループ第3回2016年4月21日資料２） 
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（個人番号カード等の利活用検討ワーキンググループ第3回2016年4月21日資料２） 
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（個人番号カード等の利活用検討ワーキンググループ第3回2016年4月21日資料２） 

第十九条八（新設） 
条例事務関係情報照会者が、政令で定めるところにより、条例事務関係情報提供者に対し、当該事
務を処理するために必要な同表の第四欄に掲げる特定個人情報であって当該事務の内容に応じて
個人情報保護委員会規則で定めるもの（条例事務関係情報提供者の保有する特定個人情報ファイ
ルに記録されたものに限る。）の提供を求めた場合において、当該条例事務関係情報提供者が情報
提供ネットワークシステムを使用して当該特定個人情報を提供するとき。 

2015年改正法の内容 [65]



なぜ番号利用拡大法による改正が必要だったか 
住基ネット合憲判決が要件とした「管理・利用等が法令等の根拠に基づき」と
いうことを満たすため、法律か政省令に明示して利用を特定することが必要 

 

しかし当初の番号法9条２の条例と委員会規則による情報連携では、 

・委員会の判断で「国民の予見」を超えて利用・提供が広がるおそれがある 

・情報提供ネットワークシステムを介さない情報連携が進み、その結果情報提
供ネットワークシステム利用の場合に課せられている個人情報保護措置が
講じられない情報連携が広がるおそれがある 

 

法改正により 
・委員会規則への授権の範囲や規則で定める部分を明確化し、恋意的な検討
を排することが妥当 

・情報提供ネットワークシステムの使用について、独自利用事務に係る提供に
ついてもこれを用いることができるか明確化 

（利用拡大法案についての内閣法制局へ各条文ごとのの説明資料「独自利用事務にお
ける情報連携について」より ※情報公開市民センターによる情報公開） 
    http://www.ombudsman.jp/data/150703-1.pdf 
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番号法の規定を超えて情報連携 

（個人番号カード等の利活用検討ワーキンググループ第3回2016年4月21日資料２） 
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(自治体ごとの連携事務は、ネットに公表予定) 
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自治体独自利用事務の情報連携の問題 
１）法定事務を超えて利用・連携が拡大 
  番号法別表を見ただけでは利用事務がわからない 
  市民には何に使われるかわからなくなっていく 
  法定では認められない事務でも利用 

２）当初法が改正された経緯 
  委員会規則で利用拡大すると合憲性の要件を満たせない？ 

３）提供しない条例（「限定条例」）が未整備 
他の自治体からの照会に対し、提供することができる特定個人
情報の範囲を限定する条例（改正番号法26条において読み替
える第22条に基づく条例）   
・・・・詳細は個人情報保護委員会で今後検討 
⇒第11回 個人情報保護委員会（平成28年６月21日）で委員会
規則等の方向性（資料2-2）が了承され 今後パブコメ予定 
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「限定条例」とは？ 

条例独自利用事務については、特定個人情報の提供の義務付
け（番号法22条）を、地方公共団体が条例制定により制限できる 
◆第二十二条（特定個人情報の提供） 
情報提供者は、第十九条第七号の規定により特定個人情報の提供を求められた
場合において、当該提供の求めについて前条第二項の規定による総務大臣から
の通知を受けたときは、政令で定めるところにより、情報照会者に対し、当該特定
個人情報を提供しなければならない。 

  条例利用事務については提供しないことを認める 

◆第二十六条（第十九条第八号の規定による特定個人情報の提供） 
第二十一条（第一項を除く。）から前条までの規定は、第十九条第八号の規定によ
る条例事務関係情報照会者による特定個人情報の提供の求め及び条例事務関
係情報提供者による特定個人情報の提供について準用する。  
 この場合において、・・・・・・第二十二条第一項中「ならない」とあるのは 
「ならない。ただし、第十九条第八号の規定により提供することができる特定個人
情報の範囲が条例により限定されている地方公共団体の長その他の執行機関が、
個人情報保護委員会規則で定めるところによりあらかじめその旨を委員会に申し
出た場合において、当該提供の求めに係る特定個人情報が当該限定された特定
個人情報の範囲に含まれないときは、この限りでない」と読み替え 
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［２］行われようとしている情報連携 
１）情報提供ネットワークシステムによる提供 
     （番号法別表第二の事務の19条７による提供）・・・・約１２０事務 

・情報連携の仕組み 
・住基ネットを基盤とした仕組み 
・自治体等との情報連携の仕方 
・中間サーバー・プラットフォームの問題点 

２）自治体の独自利用事務の情報連携 
  （番号法9条２の事務の19条８による提供） 

３）情報提供ネットワークシステム以外の連携 
 （１）国税地方税連携システム（１９条９） 
 （２）特定個人情報関係事務での情報の受け渡し（１９条２） 
 （３）刑事事件捜査等の提供と個人情報保護条例改正（１９条１３） 
 （４）個人情報保護委員会規則による提供の拡大（１９条１５） 

４）公的個人認証、個人番号カードを使った情報連携 
  マイナンバーを使わず情報提供ＮＷＳを使った連携 
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３）情報提供ＮＷＳ以外のマイナンバーによる照会・連携 
特定個人情報を提供できる場合を、第十九条で15項目規定 ※( )は当初法での号 
  七 別表第二 情報提供ネットワークシステムによる提供（符号による連携） 

（１）国税地方税連携システム 
  九(8) 国税庁・都道府県・市町村間の、国税又は地方税に関する特定個人情報を提供 

（２）個人番号関係事務での情報の受け渡し 
  一  個人番号利用事務実施者が個人番号利用事務を処理するために必要な限度で個人番号関係事

務実施者に対し特定個人情報を提供 
      二  個人番号関係事務実施者が個人番号関係事務を処理するために必要な限度で特定個人情報を

提供するとき 

（３）刑事事件捜査等の提供と個人情報保護条例改正 
十三(12) 「各議院審査等」(国会審査､裁判所の調査､訴訟手続､裁判の執行､刑事事件の捜査､租税
犯則調査､会計検査院の検査)その他政令で定める公益上の必要があるとき。 

（４）個人情報保護委員会規則による提供の拡大 
  十五(14) その他これらに準ずるものとして個人情報保護委員会規則で定めるとき。 

※「特定個人情報」＝個人番号（個人番号に対応し、当該個人番号に代わって用いられる番号、記
号その他の符号であって、住民票コード以外のものを含む。）をその内容に含む個人情報 
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（１）国税・地方税連携システム 

（ 2015年12月14日日本経団連主催説明会 総務省自治税務局市町村税課長資料） 
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市町村における税務署との名寄せ事務の効率化 

（ 2015年12月14日日本経団連主催説明会 総務省自治税務局市町村税課長資料） 
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（ 2015年12月14日日本経団連主催説明会 総務省自治税務局市町村税課長資料） 
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地方税情報の守秘義務と情報連携の関係 

(総務省平成25年度 社会保障・税番号制度担当者説明会 資料１－４) 

・地方税法第２２条（秘密漏えいに関する罪）は、通常の地方公務員法より重罰 
        ⇒提供にはより強い規制 
・番号法第２２条の提供義務との関係・・・・・以下の二条件の場合のみ提供可能 
 １）利用事務の根拠法律で、本人が行政機関に報告を行う義務が規定 
  条例を根拠とした独自利用事務の情報連携では、税情報は提供できない 
 ２）提供に本人が同意している場合（条例独自利用事務では本人同意手続きが必要） 
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（２）個人番号関係事務における情報連携

2（ＩＴ総合戦略本部マイナンバー等分科会 第8回2015年2月16日 資料２改正法律案（概要））

例）特定健康診査データの保険者間のやりとりの仕方＝マイナンバーで照合
◆情報提供ネットワークシステムは利用しない
番号法改正で、別表第一（利用事務）に追加。別表第二（連携事務）には追加せず

◆高齢者の医療の確保に関する法律に基づき、保険者が本人の異動前の保険者に情報の写しの提
供を求めることができる。異動前と異動後の保険者が相対でそれぞれ求めをし、求められた保険者
は本人の同意を得た上で写しを光ディスクなどで送付することで提供

◆提供方法は現状も、改正後も変わらず・・・個人番号付番によるプライバシーリスクに見合った効率
化は期待できない （第189回国会衆議院内閣委員会（平成27年5月20日）塩川委員の質疑より）

⇒提供を電子的な送信で行ったら？⇒相対でマイナンバーを使って情報提供されれば？
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（３）刑事事件捜査等の提供と個人情報保護条例改正 

第１９条 （特定個人情報の提供の制限）１２  （※改正後１３） 

・各議院若しくは各議院の委員会若しくは参議院の調査会が国会
法第百四条第一項若しくは議院における証人の宣誓及び証言等
に関する法律第一条の規定により行う審査若しくは調査 

・訴訟手続その他の裁判所における手続 

・裁判の執行 

・刑事事件の捜査 

・租税に関する法律の規定に基づく犯則事件の調査又は 

・会計検査院の検査が行われるとき、 

・その他政令で定める公益上の必要があるとき 
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政令では警察や公安等の利用が列挙 
（平成26年3月31日政令第155号）第26条（公益上の必要がある場合）の別表 

一 恩赦法の特赦、減刑、刑の執行の免除又は復権 
二 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関するによる処

分又は犯則事件の調査 
三 地方自治法第百条第一項の規定による調査 
四 金融商品取引法による報告、資料の提出の求め、検査、

処分、審判手続、犯則事件の調査 
五 公認会計士法による処分又は審判手続 
六 検察審査会法に規定する審査 
七 少年法の規定による調査 
八 租税に関する法律又は条例の規定による質問、検査、

提示、提出の求め、協力の要請 
九 破壊活動防止法による処分の請求、審査、調査、書類

及び証拠物の閲覧の求め 
十 租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法及び地方

税法の特例等に関する法律による情報の提供 
十一 国際捜査共助等に関する法律に規定する共助、協力 
十二 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第

による報告、資料の提出の求め、立入検査 
十三 国際的な協力の下に規制薬物に係る不正行為を助長

する行為等の防止を図るための麻薬及び向精神薬取締

法等の特例等に関する法律による共助 
十四 行政機関の保有する情報の公開に関する法律による

諮問 
 
 

十五 不正アクセス行為の禁止等に関する法律による申出 
十六 組織的な犯罪の処罰及び犯罪収益の規制等に関す

る法律による共助 
十七 無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法

律による調査、立入検査、処分の請求 
十八 独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律

による諮問 
十九 個人情報の保護に関する法律による報告の徴収 
二十 行政機関個人情報保護法による諮問、報告の求め、

資料の提出、説明の求め 
二十一 独立行政法人等個人情報保護法による諮問、報告

の求め 
二十二 犯罪被害財産等による被害回復給付金の支給に関

する法律に規定する犯罪被害財産支給手続、外国譲与

財産支給手続 
二十三 犯罪による収益の移転防止に関する法律による届

出、通知、提供、閲覧、謄写若しくは写しの送付の求め、

報告若しくは資料の提出の求め、立入検査 
二十四 国際刑事裁判所に対する協力等に関する法律に規

定する証拠の提供、執行協力、管轄刑事事件の捜査に関

する措置 
二十五 更生保護法に規定する更生緊急保護 
二十六 公文書等の管理に関する法律の規定による移管、

諮問 
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捜査関係事項照会による警察への提供と番号 
やぶれっ！住基ネット市民行動の内閣官房への質問と回答   （※ １９条は旧番号法では １７条） 

８．捜査情報への利用 

１）番号法案第１７条第１１号で、刑事事件の捜査等に「番号」を含む個人情報を提供できるとなっている。多くの自
治体の個人情報保護条例では、原則として外部提供を禁止しつつ「提供について法令に定めがある場合」は例外
的に提供を認めることとしているが、刑事訴訟法第197条や出入国管理及び難民認定法第28条の「捜査関係事項
照会」を受けた行政機関にとって、この第１７条は「法令に定めがある場合」の根拠となるか。 

    （やぶれっ！住基ネット市民行動「共通番号制度に関する質問書」2012年10月29日） 

 

【質問事項８】 １） 

 マイナンバー法第１７条は、特定個人情報の提供禁止の例外を各号に列挙した場合に限定してお
り、個人情報保護条例等における個人情報の提供禁止の例外である「法令に定めがある場合」より
も厳格に制限しています。そして、法律は条例に優先して適用されることから、特定個人情報につい
て照会（提供の依頼）を受けた行政機関は、マイナンバー法第１７条各号に規定された例外に該当
する場合に限り特定個人情報を提供することができます。 

 しかるところ、刑事訴訟法第１９７条の規定に基づく「捜査関係事項照会」は、マイナンバー法第１
７条１１号「刑事事件の捜査」に該当するためこれに応じて特定個人情報を回答（提供）することは可
能ですが、出入国管理及び難民認定法28条の規定に基づく照会は、「刑事事件の捜査」ではないた
め、これを根拠として特定個人情報を回答（提供）することはできません（これに対し、特定個人情報
でない個人情報については、出入国管理及び難民認定法第２８条の規定が個人情報保護条例の
「法令に定めがある場合」に該当すると考えられるため、回答（提供）できると考えられます。）。 

（内閣官房 社会保障改革担当室「「共通番号制度に関する質問書」への回答について」平成24年11月12日） 

やぶれっ！住基ネット情報ファイル 

http://www5f.biglobe.ne.jp/~yabure/kyotsu-bango/haian-ni/20121029shitsumon-kaito.html 
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恣意的に警察等への提供や利用が可能 
◆警察等に提供を認める理由や利用方法は不明確 
「・・・調査等の対象たる資料中に特定個人情報が含まれる場合が想定される。例えば、個
人番号を漏えいした本法違反の刑事事件において、漏えいに係る特定個人情報を証拠とし
て裁判所に提出する場合などである。このような場合にも調査等を制限することなく行うた
め、提供制限の例外とするものである。」 （内閣府大臣官房番号制度担当室番号法 【逐条解説】 47頁） 

「法第十九条第十二号に該当して特定個人情報の提供を受けた者は、法第九条第五項の
規定により、その提供を受けた目的を達成するために必要な限度で個人番号を利用するこ
とができることとされているが、その目的と限度の関係については、個別具体的な事案に即
して判断されるべきものであり、あらかじめお尋ねの「判断基準」をお示しすることは困難で
ある。」 

        （第189回国会 質問主意書 質問第136号（平成27年5月22日福島みずほ）の答弁書6月2日） 

◆警察等に提供された特定個人情報は保護措置の適用外 
・特定個人情報保護委員会の指導助言、勧告命令、報告立入検査の適用除外 

・情報提供等記録開示システム（マイナポータル）の対象とはならない 

・特定個人情報ファイルを保有するときは、特定個人情報保護評価を実施する必要 

・押収された資料等は、刑事訴訟法その他の関係法令に基づき適切に取り扱われる 

      （第189回国会 質問主意書 質問第136号（平成27年5月22日福島みずほ）の答弁書6月2日） 
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自治体条例で警察等に個人情報がオンライン提供可能に？ 
東京都の個人情報保護条例改正（平成27年第4回定例会で可決） 
オンラインによる保有個人情報の提供の原則禁止規定を、必要な保護措置を講じ
ることによって原則可能となるよう改正（「都審議会答申」平27年3月 25頁） 
（理由説明） 
○ 都条例第11条第２項は、事務の執行上必要かつ適切と認められ、個人情報について必要な保護

措置が講じられている場合を除き、オンラインによる保有個人情報を外部に提供することを禁止して
いる。 
○ 一方で、番号法は、異なる機関の間における特定個人情報の情報連携は、国が新たに構築する

「情報提供ネットワークシステム」を通じて行うことを原則としており、オンラインによる提供を原則禁止
する都条例の前記規定とは相反する考え方となっている。 
 情報提供ネットワークシステムによる提供は、・・・・・都条例の規定には違反しないとすることが可能
であるため、・・・・・番号法の考え方に合わせて改正しなければならないものではない。 
○ しかし、近時の情報通信技術の急速な進展に鑑みれば、今後、オンラインによる保有個人情報の

提供に対する要望が高まるとともに、技術面の向上によって、個人情報について「必要な保護措置」
が十分に講じられていると解することができる事例が増加することも予想される。 
 そこで、都条例におけるオンライン提供に関する規定の考え方について、原則禁止から原則可能に
変更するとともに、従来の例外事由である「個人情報について必要な保護措置が講じられている場
合」について、これを適用要件にする形で改正すべきである。 

「地方公共団体においては、番号法19条各号に列挙された場合であれば、特定個

人情報のオンライン結合等を可能とするよう定めることが求められる」（「自治体職員
のための番号法解説［実務編］」 宇賀克也・水町雅子・梅田健史著 第一法規平成26年12月10日159頁） 
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（４）個人情報保護委員会規則による提供拡大 
◆特定個人情報保護委員会規則第一号（平成二十七年七月十五日） 

番号法第十九条第十四号の規定に基づき、法第十九条第十四号に基づき同条
第十二号に準ずるものとして定める特定個人情報の提供に関する規則 
一 行政書士法第十三条の二十二第一項の規定による立入検査又は同法第十四条の三第二項の規

定による調査が行われるとき。 
二 税理士法第五十五条第一項の規定による報告の徴取、質問又は検査が行われるとき。 
三 社会保険労務士法第二十四条第一項の規定による報告の求め又は立入検査が行われるとき。 
四 条例の規定に基づき地方公共団体の機関がした開示決定等又は開示請求等に係る不作為につい

て審査請求があった場合において、条例の規定に基づき当該審査請求に対する裁決をすべき当該
地方公共団体の機関による諮問が行われるとき。 

※第十九条（特定個人情報の提供の制限）十四   
  その他これらに準ずるものとして特定個人情報保護委員会規則で定めるとき。 
 
◆番号法にも政令にも条例にも規定のない提供が、委員会規則で可能に 
 ・委員会の「恣意」で提供が拡大し、どこに提供され利用されているか、市民にはますますわ

からなくなる（委員会のサイトをたどらないとわからない） 
 ・番号法第１９条第１２号は、刑事事件捜査や政令で定める公益上の必要があるときに提供を

可能にしている。この第１２号提供が拡大される危険性 
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［２］行われようとしている情報連携 
１）情報提供ネットワークシステムによる提供 
     （番号法別表第二の事務の19条７による提供）・・・・約１２０事務 

・情報連携の仕組み 
・住基ネットを基盤とした仕組み 
・自治体等との情報連携の仕方 
・中間サーバー・プラットフォームの問題点 

２）自治体の独自利用事務の情報連携 
  （番号法9条２の事務の19条８による提供） 

３）情報提供ネットワークシステム以外の連携 
 （１）国税地方税連携システム（１９条９） 
 （２）特定個人情報関係事務での情報の受け渡し（１９条２） 
 （３）刑事事件捜査等の提供と個人情報保護条例改正（１９条１３） 
 （４）個人情報保護委員会規則による提供の拡大（１９条１５） 

４）公的個人認証、個人番号カードを使った情報連携 
  マイナンバーを使わず情報提供ＮＷＳを使った連携 
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４）公的個人認証、個人番号カードによる連携 

公的個人認証の
民間開放が、利
用拡大の出発点 

（個人番号カード等の利活用検討ワーキンググループ第1回2015年11月5日資料３） 
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(1)マイナポータルと情報提供ＮＷＳの符号連携 
マイナポータルへのログインには、個人番号カードの利用者証明用電子証明書

（又は住民基本台帳カードの署名用電子証明書）を使用 

 

マイナンバーや符号でアクセスせずに、どうやって個人を識別して 
 ・自己情報表示（行政機関などが記録する自分の特定個人情報を確認） 
 ・情報提供等記録表示（情報提供ＮＷＳによる自分の特定個人情報の提供記録を確認） 
が可能になるのか？⇒電子証明書の発行番号（シリアル番号）と「符号」を紐付け 

「符号」＝連携用符号から生成される、機関別符号、開示システム用符号、情報提供等記録用符号の
総称 

「連携用符号」＝コアシステムにおいて、個人を一意に特定するために使用される住民票コードから生
成した符号 

「機関別符号」＝情報保有機関とコアシステム間で、個人を一意に特定するために使用し、連携用符号
から生成した機関ごとに異なる符号 

「情報提供用個人識別符号」 「開示システム用符号」 ＝利用者のログインに関する情報を管理するた
め、電子証明書による本人確認をし、コアシステムより取得し、電子証明書の発行番号（シリアル
番号）と紐付け利用者情報管理フォルダーに格納 

 

（「情報提供等記録開示システムの設計・開発等業務調達仕様書(案) 表2．2-1用語定義」（平成26年4月内閣官房 
社会保障改革担当室）と「情報提供等記録開示システムの運営に関する事務全項目評価書」から作成） 
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公的認証を使った符号連携の初期設定 

（情報提供等記録開示システムの運営に関する事務全項目評価書 平成27年6月2日公表） 

電子証明書の発行番号と符号
（情報提供ＮＷＳ）を紐付け 

[87]



情報提供記録の開示 
（個人特定に、マイナンバーは使わず情報提供用個人識別符号を用いる） 

（情報提供等記録開示システムの運営に関する事務全項目評価書 平成27年6月2日公表） 
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(2)｢日本型軽減税率制度(案) ｣と公的個人認証利用 
①「還付ポイント対象品目」を購入する際、レジ等で「マイナンバーカード」をかざし（公的個人認証用の「符

号」を読取り）、「還付ポイント」を取得。 
②小売事業者は、「還付ポイント対象品目」に係る購入情報を「還付ポイント蓄積センター（仮称）」に送付（レ

ジ等からオンラインを通じて自動送付）。 
③ 「還付ポイント蓄積センター（仮称）」は、「還付ポイント」を「符号」ごとに蓄積する。 
④ 還付を受けようとする個人は、ポータルサイト（自宅のパソコン等からアクセス）を通じて、「還付ポイント」

数や還付可能額等を確認の上、還付額の振込を受ける本人名義の口座を登録し、還付申請を行う。 

（与党税制協議会消費税軽減税率制度検討委員会 第4回2015年9月10日資料３ ） 
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(3)医療分野の公的個人認証を使った情報連携

3（医療等分野における番号制度の活用等に関する研究会報告書 概要/参考資料 2015年12月10日 ）
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２．個人番号カードと保険証の「一本化」

4（医療等分野における番号制度の活用等に関する研究会報告書 概要/参考資料 2015年12月10日 ）
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３．医療情報の情報提供ＮＷＳへの接続

5（医療等分野における番号制度の活用等に関する研究会報告書 概要/参考資料 2015年12月10日）
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（４）公的個人認証（電子証明書）とは 
◇ザックリ言うと、電子的な印鑑登録・印鑑証明 
 ※番号制度の仕組みの一つとしての「本人確認」とは別 
◇印鑑登録証明とは 
１）実印と印鑑登録証の所持者は本人であるとする人格の同一性を確認する手段 
２）実印の押捺された文書に印鑑登録証明書を添付することによって、その文書が

真正に成立していることを担保する手段 
 ※印鑑登録証明書＝実印の印影を市町村に登録（自治事務） 
◇電子証明書とは、電子申請の際に１）２）を実現するための手段 
 公開鍵暗号方式を利用して電子署名を行い、成りすましや改ざんを防止 
◇公的個人認証サービス（JPKI：Japan Public Key Infrastructure）とは 

 2002年12月｢電子署名に係る地方公共団体の認証業務に関する法律」成立 

  →2004年1月29日利用開始 

 署名用電子証明書（e-Taxなど電子署名で使用）、利用できるのは公的機関のみ 

 ※民間は2000年5月に、電子署名及び認証業務に関する法律施行 

◇2013年5月、番号関連４法の一つの整備法で公的個人認証法が改正 

 1) 対象を民間事業者へ拡大（2016年2月12日 総務大臣が3社を認定） 

 2) 利用者証明用電子証明書を新設（ネットでログインする際の本人認証） 
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（総務省個人番号カード等の利活用検討ワーキンググループ 第2回2016年2月4日 資料２ ） 
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電子証明書とは？ 
（「
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方
公
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2013年5月番号整備法による公的個人認証の変更 

（総務省個人番号カード・公的個人認証サービス等の利活用推進の在り方に関する懇談会 第1回2015年9月29日 参考資料1-２ 
） 
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（総務省個人番号カード等の利活用検討ワーキンググループ 第2回2016年2月4日 資料２ ） 

[97]



住基ネット、マイナンバー制度、公的個人認証 
◇住基ネットと公的個人認証は、もともと別の制度 
 ・住基ネット＝住民基本台帳法・・・居住関係を公証する制度 
 ・公的個人認証＝本人であることと文書の真正性を認証（印鑑登録に相当） 
◇住基ネットと関連づけて公的個人認証制度が作られた 
 ・電子証明書の失効情報を住基ネットの都道府県保存本人確認情報から提供 
  ※市町村が失効確認する仕組みにすれば住基ネットは不要だった 
 ・電子証明書の格納媒体として、住基カードを指定 
  ※法律では他の媒体も想定していたが、指定されたのは住基カードのみ 

◆マイナンバー制度と公的個人認証は、そもそも別の目的・仕組み 
 ・マイナンバー制度＝情報連携のための制度 
 ・公的個人認証＝本人であることと文書の真正性を認証 
◆電子証明書の格納媒体として個人番号カード 
    （電子署名等に係る地方公共団体情報システム機構の認証業務に関する法律 第三条４） 

「総務省令で定める電磁的記録媒体」も可（スマートフォンへの格納が総務省個人番号
カード・公的個人認証サービス等の利活用推進の在り方に関する懇談会で検討中） 

◆電子証明書（のシリアル番号）と情報連携用符号を紐付け 
 番号法の規制とは無関係に利用拡大可能と宣伝・・・法的な規制が不明確 
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（「地方公共団体による公的個人認証サービス制度の創設について」平成１４年２月２８日資料１３ ） 
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(5)総務省のマイキー・プラットフォーム構想 
個人番号カード・公的個人認証の民間開放 

（総務省マイキープラットフォームによる地域活性化方策検討会 第3回2016年4月28日【中間報告】(案) ） 
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（総務省マイキープラットフォームによる地域活性化方策検討会 第3回2016年4月28日【中間報告】(案) ） 
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忠犬マイキー 
総務省職員が「忠犬」を 
イメージしてデザイン 

 総務省では、マイナンバーカードに搭載される
ICチップの空き領域と公的個人認証（いわゆる

「マイキー」）を象徴するキャラクターとして、広報
用ロゴマーク「マイキーくん」を作成いたしまし
た。・・・・・ 
 「マイキー」部分のうち公的個人認証制度の根
幹をなす“鍵”を確実・誠実に守る忠犬の姿をイ

メージして、当省職員がデザインしたものです。
また、「マイキーくん」の両目と手に持った鍵とを
順番に読むと、「JPKI」（公的個人認証の英訳の

略称）の文字が浮かび上がるような仕掛けもして
おります。（総務省サイトの説明より） 
 
本音は、マイナンバー・カードを国家の忠犬であ
ることを示す鑑札とイメージ？ 
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３段階で利用を拡大 

（総務省マイキープラットフォームによる地域活性化方策検討会 第3回2016年4月28日【中間報告】(案) ） 
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（総務省マイキープラットフォームによる地域活性化方策検討会 第3回2016年4月28日【中間報告】(案) ） 
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（総務省マイキープラットフォームによる地域活性化方策検討会 第3回2016年4月28日【中間報告】(案) ） 
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マイキーＩＤとその継続利用 
JPKI(公的個人認証)を活用し認証することで、１人１マイキーＩＤに制限 

（総務省マイキープラットフォームによる地域活性化方策検討会 第2回2016年3月24日資料２ ） 
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公的個人認証を使った情報連携の問題点 
＊マイナンバーに適用される法規制の枠外で広範に利用 
 「マイナンバーとは無関係」の強調、民間利用を前提 
  「任意取得のカードで本人申請による利用だから」論？ 

＊「符号」を使った情報連携についての規制は曖昧 
 現状は利用事務（別表第一）の一部が連携事務（別表第ニ）になっているが、 
 法的には別表第一以外の事務を別表第ニで規定可能 

＊当初のマイナンバー制度の趣旨・説明と相違 
 「社会保障・税・災害での利用」ではない。「大綱」や「概要資料」にない利用。 
 全体像が市民に説明されないまま、総務省－自民党主導でなし崩し既成事実化 

＊公的個人認証サービスの趣旨と違う 
  本来、電子証明書をつかった自らの意思による本人認証の制度 
  ｂｕｔ 発行番号を世代管理し生涯追跡可能な唯一無二の個人識別・管理手段として利用 

＊情報連携で重要なのは、「符号」につながるか否か 
 マイナンバーが使われるか否かではない 
  「マイキーＩＤ」等と「符号」がひも付けされると 

＊最高裁住基ネット「合憲」判決に抵触しないか 
   カードを使った個人の動態（どこで何をしているか）が把握可能に 
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電子証明書は５年更新⇒変更の履歴管理⇒個人識別 

（ 2015年12月14日日本経団連主催説明会 総務省自治行政局住民制度課資料） 
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マイナンバーを使わない情報連携は当初から構想？ 

（内閣官房社会保障改革担当室 マイナンバー法案説明資料） 

番号法第三条（基本理念） ４ ・・・・社会保障制度、税制、災害対策その他の行政分野におい
て、・・・・・・行政事務を処理する者が迅速に特定個人情報の授受を行うための手段としての情報提供
ネットワークシステムの利用の促進を図るとともに、これらの者が行う特定個人情報以外の情報の授受
に情報提供ネットワークシステムの用途を拡大する可能性を考慮して行われなければならない。 

 

※番号法国会審議に
提出された説明資料 
情報照会・提供機関Ｂ
は、マイナンバーを保
有せずに、情報提供
ネットワークシステム
を利用 
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「番号（マイナンバー）」を使用しない情報連携の法的規制 
（７）国会審議に提出された政府の情報連携イメージ図では、「情報照会・提供機関Ｂ」で個人番号(マイナンバー)を付

番しない情報連携が示されている。これについて政府参考人は、「将来のことも含めた、こういうふうなことができるの

ではないかというもののイメージでございまして、現行の法案につきましては、個人番号のない者が情報ネットワーク

システムを利用することはできないことになっております。」と述べ、医療の身体情報に別番号を使うことを例に「Ｂの

パターンは、今の番号制度を広げる場合に、同じ個人番号を使わずに別の番号を使った場合でも、一対一の対応関

係さえつければ情報ネットワークシステムは使えますので、そういう場合のことを想定したもの」と説明している（衆議

院内閣委員会2013年４月３日）。 

ウ．別表第二が「番号（マイナンバー）」を使用する事務を指す場合、「番号（マイナンバー）」を使用しない事務で情報
連携する場合は、法的にはどのように規制されるのか。 
ウ．別表第二の第二欄の事務は、情報提供ネットワークシステムを使用して第四欄の特定個人情報の提供を求め

ることができる事務について規定されているもので、個人番号（符号を含まない）を利用する事務に限られたもの
ではありません。すなわち、個人番号を利用しない事務において情報連携を行う場合には、別表第二を改正して、
当該事務を追加しなければならないこととなります。 

エ．以上と関連して、番号法第３条第４項では、行政機関等が行う特定個人情報以外の情報の授受に情報提供ネット
ワークシステムの用途を拡大する可能性を考慮して行われなければならないとしているが、この「特定個人情報以
外の情報の授受」とは何か、説明されたい。 
エ．「特定個人情報以外の情報の授受」とは、特定個人情報以外の個人情報の授受を行うことです。この規定の趣

旨は、情報提供ネットワークシステムが個人情報の保護に十分配慮され、安全性及び信頼性が確保されたもの
であることが求められていることから、その構築に当たっては、将来的に、特定個人情報以外の個人情報の授受
についても活用する可能性を考慮して行わなければならないというものです。 

   なお、特定個人情報以外の個人情報の授受に情報提供ネットワークシステムを活用することについては、附
則第6条第1項に基づき、法律の施行後3 年を目途として、制度の施行状況等を踏まえつつ、必要があれば行う
こととされています。 

 やぶれっ！住基ネット市民行動「共通番号制度の仕組み等に関する質問書」（2013年９月９日）と 
          内閣官房社会保障改革担当室の回答」（平成25年10月16日） 
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カードの使用歴がデータベースに残ると 
大阪高裁住基ネット違憲判決と最高裁判決 

◆平成18年11月30日大阪高裁判決（平成16(ネ)1089） 
「住民が住基カードを使ってそれらのサービスを受けた場合には、その記録が行
政機関のコンピュータに残り、それらの記録を住民票コードで名寄せすることも可
能である。・・・・行政機関において、住民個々人の個人情報が住民票コードを付さ
れて集積され、それがデータマッチングや名寄せされ、住民個々人の多くのプライ
バシー情報が、本人の予期しない範囲で行政機関に保有され、利用される危険
が相当あるものと認められる」（８３～８４頁） 

（杉並区トップページ > 区政情報 > 政策 > 住基ネット > 住基ネット訴訟 > 東京高裁・第4
回口頭弁論>甲第72号証） 

◆平成20年3月6日最高裁判決文（平成19(オ)403） 
「（原審は）住民が住基カードを用いて行政サービスを受けた場合，行政機関のコ
ンピュータに残った記録を住民票コードで名寄せすることが可能であることなどを
根拠として，住基ネットにより，個々の住民の多くのプライバシー情報が住民票
コードを付されてデータマッチングされ，本人の予期しないときに予期しない範囲
で行政機関に保有され，利用される具体的な危険が生じていると判示する。 
 ・・・しかし・・・システム上，住基カード内に記録された住民票コード等の本人確
認情報が行政サービスを提供した行政機関のコンピュータに残る仕組みになって
いるというような事情はうかがわれない。」（11～12頁） 
   （裁判例情報  http://www.courts.go.jp/app/hanrei_jp/detail2?id=35933 ） 
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